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             中国レポート No.53   

 

 ３月５日から１５日まで、北京で全国人民代表大会（全人代）が開催された。今年は第

１３次５ヵ年計画の初年度に当たり、２０２０年まで続く。この５年間は、中国政府の国

民に対する「２０２０年の実質所得を２０１０年の２倍にする」という公約の、後半の５

年間でもある。２０１０年時点での計算では、２０１１年から２０２０年までの１０年間

の平均成長率が７．２％であれば、この中国版所得倍増計画は達成することができる。２

０１１年から２０１５年までの第１２次５ヵ年計画期間中の平均成長率は７．８％であっ

たので、今後５年間の平均成長率が６．５％であれば、所得倍増は達成できる。 

 中国政府としては、何としてでも６．５％以上の成長は確保し、国民への公約は実現し

たいところである。全人代の「政府活動報告」の中で李克強首相は今年の成長目標を６．

５％－７．０％とした。近年このような幅を持たせた成長目標設定は初めてである。恐ら

く６．５％では弱気ととられ、７・０％では自信が持てないということであろう。国民の

多くはこの数値設定に納得している。要は「最低でも生活レベルを下げない」ことであり、

安定成長を図り、「引き続き生活を向上させる」ことが国民の願いであるからだ。 

 この６．５％－７．０％という成長目標について、何人かの中国の経済専門家に聞いて

みた。多数意見は「そう簡単ではないが、６．５％以上は実現できる」と見ている。しか

し中には「６．５％成長は難しい」とする専門家もいた。またある専門家は、成長率の低

下は構造的な問題で、いまの構造を変えない限り成長率はまだ低下し、６．０％を切るこ

ともありうると言っていた。 

別の意見もあった。ある専門家は「現在の中国経済を考えれば、目先の事より長期的観

点を持つべきだ」と言い、「当面は成長率を犠牲にして国民に痛みを与えても、大胆な経済

の構造改革を推進すべきだ」と強調していた。もしかしたらこれは正論かもしれない。し

かし、中国政府はそこまで決断はできないだろう。それは①過度な「痛み」を与えると、

国民の中に溜まっている様々な不満が一気に噴出する可能性があり、経済問題が政治問題

化し、政府が一番恐れる治安の悪化につながりかねない。②来年は第１９回党大会が開か

れる年で、習近平体制の最後の５年間のスタートの年でもある。最高指導部の大幅な入れ

替え（トップ７人中、習近平、李克強以外の５人は引退）も行われる。成長目標を達成し

て「晴れやかに党大会を迎える」のが至上命令だ。 

では政府は自国の経済をどう見ているのだろう。全人代における李克強首相の報告は、

当面の中国経済について次のように述べている。 

「昨年のわが国の輸出入総額は減少し、予定の成長目標は達成できなかった。投資の伸

びの力が弱く、一部の産業の生産能力過剰が深刻で、一部の企業の生産・経営は困難を抱

え、地域と業界により状況が分かれ、財政収支の矛盾が際立ち、金融などの分野に潜在的

リスクが存在している」。そう楽観的ではないことがわかる。 

その一方で李克強首相は、第１２次５ヵ年計画の主要目標は達成し、構造改革も進展し

つつあり、中国経済は「想定内の状況」にあり、ソフトランディングは十分可能だと自信

をみせた。中国の首脳は、米国の有名な投資家ジョージ・ソロス氏が２０１６年１月に「中

国経済のハードランディングは不可避」と述べたことにショックを受けたようだ。それま
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でのソロス氏は、中国経済に大きな関心を持ち、どちらかというと「親中派」と見られて

いたからだ。ソロス氏の「中国経済のハードランディングは不可避」という部分の発言が

世界を駆けめぐったが、発言全体を見ると、次のようにも述べている。「中国には豊富な資

源と３兆ドルの外貨準備があるので、正しく対処すれば中国経済のソフトランディングは

可能である」。 

経済専門家の中では、一定の成長率は維持しなければならないが、同時に経済構造改革

はこれからの中国経済にとって不可欠だという考え方では一致している。ところが重点の

置き方により、明らかに２つの考え方がある。１つは大胆な金融緩和、財政出動などを行

い、早急に経済減速の下支えをすべきだという「金融緩和・経済刺激」派、もう１つは、

ある程度の痛みを伴っても、我慢して構造改革を加速させるべきだという「構造改革」派

だ。今の中国はこのどちらも必要であり、政府の舵取りは難しい。今のところ「構造改革

派」が優勢で、習近平指導部も構造改革優先の立場をとっている。しかし重要な時点では

小規模な金融緩和を行い、財政出動も小出しに行っている。李克強首相も「構造改革は断

固行うが、必要な景気刺激策も行う」と明言し、中国人民銀行の周小川総裁も「適度な金

融政策は必要だが、過度な金融緩和は不要」と述べた。 

ともあれ、中国経済が大きな試練に見舞われているのは紛れもない事実である。それを

「構造的欠陥」と呼ぶのか、「高度成長のツケ」と呼ぶのか、あるいは「中進国のワナ」と

呼ぶのかは別として、正しく、着実に解決に向け着手しないと、常にハードランディング

の危険が付きまとう。 

中国の習近平指導部はすでに数年前から「経済構造の転換」の必要性に気づき、着手し

てきた。「反腐敗闘争」は、経済構造の転換に対する「抵抗勢力」の排除という側面を持つ。

現構造にしがみついて甘い汁を吸ってきた地位の高い既得権益者は、現構造を変えられる

のは困るわけである。習近平指導部が、鉄道省を解体し、石油閥、石炭閥などに切り込み、

党、政、軍の腐敗幹部を血祭りに上げたのは、構造改革の地ならしという意味がある。 

抵抗勢力と言えば、経済の構造改革を断行する上で避けて通れないのは「国営企業改革」

である。基幹産業を握り、膨大な権益を独占し、政治権力と密接な関係にある国営企業は、

高度成長期の最大の既得権益者であり、構造改革の最大の抵抗勢力でもある。国営企業が

政治権力と結びついているだけに、ここにメスを入れるとなると、必ず権力闘争が絡んで

くる。それでも習近平・李克強体制は国営企業に切り込めるのか。今後の見どころの１つ

であるが、全人代における李克強演説を見る限り、断行の決意が読み取れる。 

「国有企業の改革推進に力を入れる。今年と来年の２年間は、改革によって発展を促進

し、国有企業の質・効率向上の堅塁攻略戦に断固として取り組まなければならない。国有

企業、特に中央企業の構造調整を推進し、一部を革新・増強し、一部を再編・統合し、一

部を整理し撤退させる」。 

具体的な当面の課題の１つは、鉄鋼や石炭、セメントなど分野の過剰生産能力問題。中

国政府によると、鉄鋼、石炭業界では１８０万人の余剰人員を抱えており、造船、セメン

ト、ガラスなどを含めると５００万人から６００万人のレイオフ者が出る可能性がある。

これら人員の職業訓練、再配置のため、政府は巨額の特別資金を拠出するとしている。も

う１つは不動産の過剰な在庫処理問題。さらに地方政府、企業や個人が抱える過剰債務問

題だろう。また、資本逃避（キャピタルフライト）も中国にとっては頭の痛い問題である。

米国の金融政策の転換も、中国にとってはジレンマだ。第１の輸出相手国としての米国経

済の復活は、中国にとって順風であるが、米国の金融量的緩和政策の転換は、中国にとっ

て逆風となる。これまで中国に流れ込んでいたマネーが、米国に還流し、資本逃避が起き

るからだ。 

これらの問題を処理する上で、明るい材料もある。１つは、ジョージ・ソロス氏が言う
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【筆者プロフィール】 

西園寺 一晃（さいおんじ かずてる）氏  

１９４４年生まれ 
● 明治の元勲・公爵・首相・枢密院議長である西園

寺公望氏を曾祖父に持つ。 

● 西園寺公一（きんかず）氏（第一回参議院議員・日

中文化交流協会常任理事）の長男。 

● 北京大学経済学部卒業 

● 朝日新聞社に在籍中は，日中関係の調査研究室長な

どを歴任。退職後も中国問題の調査、研究にあたる。 

● 現在工学院大学客員教授，北京大学客員教授，伝媒

大学客員教授，北京城市大学客員教授 

ように、何といっても３兆ドルを超える膨大な外貨準備は大きな武器である。２０１５年

末の外貨準備は、対前年比で５１２７億ドル減少したが、それでも３兆３３０４億ドルあ

り、これは世界の外貨準備総額の４分の１強に当たる。この外貨準備をバックに、中国は

ＡＩＩＢを設立し、対外投資を着実に増やしている。膨らんだ生産力を海外で利用すると

いう側面を持つ「一帯一路」（新シルクロード経済圏）」構想も、膨大な外貨準備あってこ

そのものだ。また「李克強経済学」（リコノミクス）の重要な内容である、内陸部農村地域

の「都市化」も着実に進展している。内陸部の新しい中小都市間を鉄道（高速鉄道を含む）

と高速道路で結び、流通革命を起こし、経済効果を生み出す構想はすでに現実化し、これ

から徐々に効果が出てくるだろう。これらの中小都市は農村の過剰人口を吸収し、工業と

サービス業を起こす。すでに都市と農村の人口比率は逆転した。今後人口の「都増農減」

は更に進むだろう。製造業の苦戦は続いているが、サービス業は大きな勢いで伸びている。

２０１５年、対ＧＤＰ比で第３次産業は初めて５０％を超えた。食糧生産の安定、消費の

堅調、現時点での雇用安定も良い材料である。 

考えてみると、「中国経済の減速」が大きく取沙汰されるが、６．０％－７．０％の成長

は、高度成長時代の２ケタに比べたら確かに減速だが、世界ではかなり高い方である。新

興工業国として注目された「ＢＲＩＣ

Ｓ」だが、ロシアとブラジルはマイナ

ス成長になった。２０２０年まで６．

５％成長が維持され、その後も６．０％

前後が続けば、２０２０年―２０３０

年にはＧＤＰ総額で米国を抜き、世界

第１の経済規模になるだろう。ともあ

れ、繰り返しになるが問題は構造改革

であり、中国経済の前途はこの構造改

革の成否にかかっている。（止） 

西園寺 ２０１６・３・２８ 

 

 

ダイエット 

 

ダイエットすることは女性に対して一生の課題となります。それに、ダイエットの課題

は四季、年齢もかかわらず、生涯の事業として貫徹しています。 

綺麗な人は常に他人の好感を受けて賛美することがもらえますので、注目されます、女

性の自信を高めることができるし、病気になる機会を減らすこともできます。中国の諺に

は「女は己を悦ぶ者の為に形作る」、言うのはその意味です。 

しかし、ダイエット経験した過程がたくさんの女性には血涙と言っても過言ではないで

す。特に現代女性は殆どオフィスで働いて、長い間に座ったまま、腰腹部に大量脂肪が蓄

積していますが、運動をする時間も気力もないです。もしダイエット薬を飲むことを頼っ

たら、或は昼食や夕食を食べない場合は、体に良くないです、それに体力がなければ仕事

を保証することはできません。 

現代の審美観念は女性を死に追いやるかもしれないですが、ネットで「逆手にヘソを触

る」、「鎖骨にコインを置く」、「A4コピー用紙の腰」など流行現象が次々と現れてきました。

痩せぎすは美しいとして、いく人かの八頭身の女性が痩せぎすの視覚効果をさらに高める

ために、ダイエットが全然必要がないのに一生懸命にダイエットしています。 

 

北京スタッフ便り 
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実はダイエットすることを一生の事業にする必要はなく、体の健康を一生の事業とする

べきです。ダイエットの目的は主に二つしかないです、一つは美しく、一つは健康です。

その中で一番重要なのは健康なのでしょうね。おかしなダイエットブームに陥らないで、

健康で積極的に生活に向き合うことを望みたいです。（周） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■■お知らせ■■ 

 「ビジネス支援サービス」をご活用ください。 

 新潟市の中小企業、団体等が北京市内で経済活動を行うに当たり、様々な支援を行っています。   

お気軽にお問い合せください。詳しくはこちらから 

 http://city.niigata.org.cn/business_support_service.htm 
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